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はじめに 

1980 年代にメキシコは、それまでの貿易・外国投資規制、政府の経済介入を特徴と

する保護主義的経済政策から、貿易・外国投資自由化、公企業民営化、規制緩和を特

徴とする新自由主義経済政策へと、開発戦略を 180 度転換させた。新自由主義経済改

革により、機能不全に陥っていた市場メカニズムは機能を回復し、それにより生産要

素の最適配分、効率の改善、成長が実現し、貧困と格差は改善されると主張されてき

た。しかし当初の予想に反して、新自由主義経済改革後のメキシコ経済の成長率は、

東アジア諸国は言うに及ばず、同様の改革を実施した他のラテンアメリカ諸国と比べ

ても低かった。なぜメキシコは経済成長において乏しい成果しかあげられなかったの

か。また、新自由主義経済改革は分配をどのように変化させたのか。本稿は、これら

要約： 

1980 年代にメキシコは、それまでの保護主義的経済政策から、新自由主義経済政

策へと、開発戦略を 180 度転換させた。新自由主義経済改革により、成長が実現し、

貧困と格差は改善されると主張されてきた。しかし当初の予想に反して、経済改革

後のメキシコの経済成長率は低迷している。本稿では、なぜメキシコの経済改革が

経済成長において乏しい成果しかもたらしていないのか、経済自由化は分配をどの

ように変化させたのか、このふたつの疑問に関わる先行研究の議論を整理して紹介

している。 

 

キーワード：メキシコ、新自由主義経済改革、経済自由化、成長、賃金格差 
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の疑問に対する先行研究の議論を整理して紹介することを目的としている。 

本稿は「21 世紀のメキシコ」研究会の中間報告書の一部を構成する。本研究会のね

らいは経済、政治、社会の論理がせめぎ合う場として 21 世紀のメキシコ像を提示する

ことにある。研究会で経済を担当する筆者が表題のテーマに着目するのは、21 世紀の

メキシコ経済の論理を考える上で、新自由主義経済改革の意義と、その結果としての

成長と分配の現状に関する理解が欠かせないと考えるためである。 

先行研究の論点を整理するにあたっては、特に次のふたつの点に留意した。第 1 に、

経済の論理を政治体制、社会構造と関連づけて考えることである。この点は、先行研

究の議論を、「経済、政治、社会の論理のせめぎ合い」という本研究会の視角に取り込

むことをめざしているためである。第 2 に、筆者の問題関心との関連で、特に経済自

由化が成長と格差に影響を及ぼすメカニズムに着目することである。本稿で検討する

先行研究はおおむね 2000 年代半ばまでを検討時期としている。筆者は輸出産業の成

長エンジンとしての可能性と限界に関心をもつ。2010 年代にメキシコの主要な輸出産

業である自動車産業は新たな成長局面に入ったように見うけられる。新局面での成長

と分配の変化を考えるために、経済自由化が成長と格差に影響を及ぼすメカニズムの

理解は欠かせないと考えるのである。 

以下においては次の順序で叙述を進める。第 I 節では新自由主義経済改革後のメキ

シコの成長と分配に対する先行研究の評価と、新自由主義経済改革の意義についての

二つの異なる研究の系譜、ネオ構造学派と米国の正統派経済学の対称的な見方を紹介

する。第 II 節では新自由主義経済改革がなぜ期待された成果を上げていないかについ

て、特に政治体制、社会構造に関わる要因に関する議論を紹介する。第 III 節では経済

自由化が賃金格差､所得格差に及ぼした影響に関する議論を紹介する。最後に、先に述

べた二つの留意点を踏まえて、本論の議論を総括する１。 

 

 

I  新自由主義経済改革後のメキシコ経済をめぐる研究の視角 

 新自由主義経済改革は、当初期待されたような成長をメキシコにもたらしていない

と評価する点で、先行研究はおおむね一致している。1980 年代から 2000 年代にかけ

て、メキシコの一人当たりGDP成長率は国際的にみても低い水準に止まった(Moreno-

Brid and Ros 2009, 225; Haber et al. 2009, 2; Hanson 2010, 988; Kehoe and Ruhl 

2010, 1005; Carrera and Solis 2012, 169; Romero2014, 32)。分配に関しては、1980

年代から 1990年代半ばにかけて悪化したが(Feenstra and Hanson1997, 372; Hanson 

2004, 508)、1990 年代後半以降に悪化傾向に歯止めがかかり、安定から改善に転じた

との見方が大勢を占める(Koujianou and Pavcnik 2007, 48; Angeles-Castro 2011, 

196-197; Campos-Vázquez 2013, 253; Esquivel, Lustig and Scott 2010, 178-179; 
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Lustig 2010, 293）。ただし格差の安定・改善を指摘する研究は、いずれも検討対象時

期が 2008 年のリーマンショック以前までであり、筆者が知る限り、それ以降の状況に

ついてはまだ研究が進んでいない。 

ラテンアメリカの新自由主義経済改革に関する研究には、異なる立場をとるふたつ

の系譜が存在する。国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会（Comisión Económica 

para América Latina y el Caribe:CEPAL）構造学派の流れをくむネオ構造学派と、米

国の正統派経済学のふたつであり、後者はさらに研究分野によって開発経済論、新制

度学派、新古典派経済学などに細分化できる（Ocampo and Ros 2011; Bresser-Pereira 

2011）。構造学派の理論は、改革以前の輸入代替工業化や域内経済統合などのラテンア

メリカの開発戦略の根拠となったのに対し、米国の正統派経済学は新自由主義経済改

革に理論的根拠を提供してきた。そのため二つの系譜は、第 1 に新自由主義経済改革

に前者は批判的、後者は肯定的である点、第 2 に改革の背景を前者が国家主導の経済

から市場メカニズム主導の経済への世界的規模のパラダイム転換の一環ととらえるの

に対し、後者が構造学派の提唱した国家主導の輸入代替工業化戦略の行き詰まりの結

果ととらえる点で対称的である。メキシコに関する先行研究においても同様の見方が

示される２。 

ネオ構造学派の Moreno-Brid and Ros (2009)はメキシコにおいて 1981 年から 2006

年の期間、一人当たり GDP は伸びなかったと評価し、その要因を次のように説明す

る。第 1 に、改革による資源配分の改善は輸出の伸びをもたらしたが、経済成長に結

びつかなかった。輸出の伸びと経済成長の関係は自動的ではなく、成長が起きるか否

かは経済構造次第である。成長した輸出産業は国内製造業との連関をもたず十分な雇

用吸収力をもたなかった。そのため労働力は生産性の低いサービス業、インフォーマ

ル部門に向かい、この部門の拡大がおきた。第 2 に経済改革自体が投資を減少させた

ことがある。投資が減った要因として、公共投資の削減、為替の過大評価、産業政策

の欠如、銀行融資の欠如が指摘される。つまり構造自体が低成長の原因であるのに、

誤った経済改革が成長をさらに難しくしたとの認識である。このような認識から導か

れる政策は、国家主導の産業政策による経済構造の改編、具体的には公共投資のため

の資源の動員、政府の主導による貧困問題が深刻な南部の開発や高付加価値を生む新

産業の育成と国際市場への参入である。 

米国の新制度学派によるメキシコ政治経済分析として Haber et al. (2009)がある。

新制度学派の特徴は私的所有権と税を基軸に政治と経済の論理を構築する点にある。

1910 年代に国中を戦乱に陥れた革命を経て、メキシコでは国家が強い経済介入権を持

つ権威主義体制が成立した。権威主義体制は本来、国家により私的所有権が脅かされ

るリスクが存在する状況で、徴税のため人々に投資を促す必要があるというジレンマ

をかかえている。このジレンマをメキシコ政府は経済エリートとの同盟に基づくレン
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ト・シーキング・システムの構築により解決しようとした。安定的な権威主義体制の

コインの裏側が、不平等な分配、貧困問題、経済の非効率、低成長であった。レント・

シーキングの代償があまりに大きくなり、権威主義体制は崩壊を開始した。以上が彼

らの描く新自由主義経済政策への転換の経緯である。彼らは新自由主義経済改革を積

極的に評価し、めざましい成果を上げていない要因を、権威主義体制が残存し、過去

の負の遺産の払拭が困難であるためと考える。そのために政策提言として提起される

のは、政治的民主化と新自由主義経済改革のさらなる推進である。 

なぜ新自由主義経済改革がメキシコの成長と分配に乏しい成果しか上げていないの

かについて、ヘイバーらと同様の見方の世銀に近い経済学者は、政治体制や社会構造

に関わる要因として、膨大なインフォーマル就業者の存在、金融システムの機能不全、

経済エリートへの権力の集中をあげる（Levy and Walton 2009）。要因とは見なさな

いまでも、これらの要素が成長と関連することは、上に述べたようにネオ構造学派も

認識している。第 2 節でこれらの論点に関する先行研究の議論を紹介したい。 

 

 

II なぜ新自由主義経済改革は成果を上げていないのか 

1 膨大なインフォーマル就業者の存在 

メキシコの国立統計地理院（Instituto Nacional de Estadística y Geografía, INEGI） 

は、事業所の性格と労働関連法制の適用の有無を基準に、労働者のインフォーマル性

を計る。すなわち、インフォーマル部門を家計と事業活動が未分離の事業所(農業を除く)

とし、インフォーマル就業者を、インフォーマル部門就業者に加え、家事サービスやフォ

ーマル部門の社会保険制度の適用を受けていない就業者、生存維持水準の農家や無報酬の

就業者と定義する。2016 年第 3 四半期においてインフォーマル指標のひとつインフォ

ーマル部門就業率１は 27.1%、インフォーマル就業者率 1 は 57.4%にも上った３（出所

は http://www3.inegi.mx. 2017 年 1 月 27 日アクセス）。 

Romero（2014）によれば、インフォーマル就業者は 1981 年から 2011 年の期間に

絶対数でも比率においても増加した。メキシコの実質平均賃金は過去 40 年上がってお

らず、膨大な数の不完全就業者が滞留する遅れた部門が存在することから、メキシコ

経済はいまだに、A.ルイスの二重構造論によるところの、無制限労働供給を特徴とす

る成長段階にあると特徴づける。そしてインフォーマル就業者が増加した要因は、経

済改革が近代部門に十分な雇用を生み出せなかったためであると指摘する(Romero 

2014, 194)。 

近代部門の雇用がなぜ増えなかったのか。ネオ構造学派は、経済自由化により成長

した輸出産業が、米国企業の低熟練労働力を用いる生産工程のメキシコへの移転であ

り、中国製品との競争や 2000 年代初頭の米国の不況の影響を受け、生産が低迷したた

http://www3.inegi.mx/
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めと分析する。輸出産業の雇用が増えなかったために、新たに労働市場に参入した労

働力は、サービス業やインフォーマル部門が吸収したとの理解である（Moreno-Brid 

and Ros 2009, 229-230）。 

インフォーマル就業者というと、フォーマル部門で仕事を見つけられない生存維持

水準の就労条件に置かれた就業者という見方が一般的である。そのような見方に見直

しを求めるのは Cunningham and Maloney (2001)である。彼らは 1992 年の INEGI

の零細企業調査を用いインフォーマル部門の事業主の特徴を分析し、インフォーマル

部門は異質の事業主の集合であり、労働市場の二重構造論者が想定するような事業者

は一部であると指摘する。すなわち、一部には失業やフォーマル部門で仕事を見つけ

られないため、やむなく事業を始めた人々もいるが、全体のなかの少数派であり、多

くの零細事業者はより高い独立性や収入を求めて、自らの意思でインフォーマル部門

を選択していると指摘する（Cunningham and Maloney 2001, 150-151)。 

Maloney は別の論文(Maloney 1999)で、労働力移動に関しても労働市場の二重構造

論的見方に見直しを求めている。それによれば、労働市場はフォーマル－インフォー

マルに二分されているわけでなく、低スキル労働者はどちらも選択可能であるという

意味で、労働市場は統合されている。低スキル労働者はフォーマル、インフォーマル

の便益・費用を計算し選択しており、フォーマル部門の賃金労働を選ばない場合もあ

ると指摘する。その理由として二つの要因をあげる。第 1 に労働者保護法制が労働者

に暗黙の課税として機能することである。賃金が下方に柔軟な労働市場では、手当の

増額は名目賃金から手当てを引いた賃金部分の減額となりやすい。同時に名目賃金か

らは所得税や社会保険料が差し引かれる。年金基金への支払いは転職する労働者にと

って課税に等しい。これらの課税を回避するために、インフォーマル部門が選択され

る場合がある。第 2 にインフォーマル部門にはフォーマル部門が提供できない仕事の

柔軟性や低スキル労働者にあった職業訓練の機会など特有の便益が存在することであ

る(Maloney 1999, 276-277)。低スキル労働者がフォーマル部門を選択するためには、

フォーマル部門の成長と賃金上昇が必要であるが、成長には新技術の導入と雇用・資

源の再配分が避けて通れない。しかし残存する乏しいレントの配分を受ける経済エリ

ートと労働組合の抵抗と、不適切な制度の存在が、その実現を難しくしている

(Maloney 2009, 261)。マロニーは労働組合の現在のあり方を成長の阻害要因として批

判するが、この点については経済エリートへの権力の集中の項で再度取り上げる。 

インフォーマル就業者は階層別所得分布の低位に集中する。先に述べたように新自

由主義経済改革はメキシコにめざましい成長はもたらさなかったが、分配に関しては、

1990 年代後半にそれまでの悪化傾向に歯止めがかかり、その後改善が見られた。イン

フォーマル就業者の増大と分配の改善の関係をどのように理解すればいいのだろうか。 

Esquival, Lustig and Scott (2010)は次のように説明している。2000 年から 2006 年
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の所得分配の改善は主に労働所得の不平等の改善によるところが大きいが、非労働所

得の改善も大きな役割を果たした。前者は低賃金労働者層の賃金の上昇率がその他の

労働者の上昇率より高かったためであり、考えられる要因として教育水準の上昇、低

スキル労働力の需要増をあげる。需要増は輸出産業のアセンブリーラインの増加、次

にのべる非労働所得の増加によるコミュニティ・レベルでの財サービス需要の増加な

どによるものだった。非労働所得の改善要因として重要なのが出稼ぎ移民の送金と

1997年から始まった政府の条件付き現金給付による貧困削減プログラムPROGRESA

と OPORTUNIDADES である。出稼ぎ移民の送金先は特に農村の低所得者層に集中

するため、全国レベルでの所得配分の改善効果が大きかった。一方貧困削減プログラ

ムは、子供の通学を条件に現金を支給することにより、教育水準の底上げを実現した

こと、所得階層ピラミッド低位のより貧しい階層を支給対象としたことから、所得移

転効果は高かったと評価する（Esquival, Lustig and Scott 2010, 182,190,196）。 

 

２ 銀行システムの機能不全 

膨大な数の零細事業主がインフォーマル部門に滞留する要因として、金融システム

の機能不全により事業資金の確保が難しいことがある。金融システムの機能不全がメ

キシコの成長阻害要因の一つであるという点で、研究者の意見はおおむね一致してい

る（Kehoe and Ruhl 2010, 1011; Hanson 2010, 992）。 

金融システムの機能不全は特に 1994 年通貨危機以降に深刻化した。Moreno-Brid 

and Ros (2009)によれば、1994 年通貨危機以降、商業銀行の企業融資残高が 1995 年

の GDP 比 35%から、2000 年 21%、2007 年 18%へとラテンアメリカ諸国の中でも最

低水準に低下した。そのため、国際資本市場で資金調達が可能な大企業を例外として、

企業は資金調達難に遭遇し、サプライヤーローンへの依存を強めたと指摘する

（Moreno-Brid and Ros 2009, 242)。 

Krueger and Tornell (1999)は、通貨危機後の 1995-1998 年のメキシコ経済の動向

を分析し、貿易財部門の回復が早かったのに対し、非貿易財部門の回復が遅れた要因

として、1995 年以降の信用危機をあげる。貿易財部門は国際資本市場からの資金調達

が可能であったため早期に回復できた。信用危機は、通貨危機後に深刻化した不良債

権問題によるものだった。非貿易財部門の回復が遅れたのは、信用危機で資金調達難

となったのが、主に非貿易部門の中小企業であったためであると指摘する(Krueger 

and Tornell 1999, 22)。 

信用危機が発生した要因として銀行改革と破産法制の整備の遅れを指摘するのは

Bergoeing et al. (2001)である。それによれば、チリとメキシコはともに 1980 年代、

1990 年代に経済危機を経験したが、チリは経済危機から短期に回復し成長を続けたの

に対し、メキシコは危機からの回復が遅れた。その理由として、チリが銀行改革(1973
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年)と破産法制の整備(1982 年)を早期に実施し、経済危機の打撃を短期的、最小限に抑

えることができたのに対し、メキシコは銀行改革が、商業銀行の国有化（1982 年）、

再民営化(1991-1992 年)、不良債権問題発生（1995 年）後の銀行の整理統合で紆余曲

折したこと、破産法制の不備により債権整理、銀行健全化が遅れたことをあげる。ち

なみにメキシコの破産法改正は 2000 年であった(Bergoeing et al. 2001, 11-13)。 

Haber (2009)によれば、1994 年以降縮小した商業銀行の与信額は 2004 年に増加に

転じたが、増加したのは主に消費者ローンであり、銀行融資に依存する企業の比率は

1998～2005 年の期間では減少している。なぜメキシコで企業への融資が不足するの

か。彼はその要因として、金融市場の寡占的構造と、契約履行の困難な法環境をあげ

る。前者に関しては、銀行の市場シェアと貸付総額、価格付け、収益性との関係を検

証する。その結果、メキシコの大銀行は市場支配力からレントを得ていると結論づけ

る。消費者や企業は融資を受けるために口座を開設する必要があるが、銀行は高い貸

付利子を設定するのではなく、口座にかかる手数料を高く設定することでレントを得

ていると指摘する(Haber 2009, 304)。法環境に関しては、メキシコでは担保回収が非

常に困難であるために、銀行はリスクの高い企業融資より消費者ローンを選好すると

指摘する。担保回収が困難なのは、第 1 に不動産商業登記が不完全、未公開であるた

め所有権を確認できないこと、第 2 に破産手続きのための法廷が実質的に機能してい

ないこと、第 3 に銀行の信用調査機能が、1982 年まで融資先が主に系列の大企業であ

ったため発達しておらず、1982 年以降は国有化のために構築が遅れたこと、第 4 に

1991－1992 年の銀行再民営化の際に、落札者に自己資金でなく取得銀行の資金で民

営化資金を支払うことを許したため、慎重な融資を行うインセンティブが失われたこ

と、そのため不良債権の急増、銀行システムの破綻、政府の救済が起きたことをあげ

る(Haber 2009, 305-306)。以上の分析にもとづき、第 1 に短期のより容易な政策とし

て、銀行免許取得を容易にして銀行の数を増やし、これまで銀行にアクセスできなか

った企業や個人に銀行融資の道を開き、独占体制を是正し、レントを削減することを

提言する。第 2 に法の支配の確立をあげるが、この点は広範な制度にかかわり、しか

もコード化された法制度のみならず個人の態度やメンタリティも関係し、しかも現行

制度の受益者の抵抗も予想されるので、長期の時間が必要であろうと展望する(Haber 

2009, 313)。 

 

３ 経済エリートへの権力の集中、 

 政治経済学者の Elizondo (2009)は、新自由主義経済改革が成長と分配において成果

を上げていない要因を、政治体制との関連で次のように説明している。彼が要因とし

て指摘するのは、残存する制度から利益を得ているアクターの抵抗である。改革前の

メキシコには国家と経済エリートの同盟関係が形成され、政治的均衡が成立していた。



星野妙子編『21世紀のメキシコ:近代化する経済、分極化する政治と社会』調査研究報告書 

アジア経済研究所 2017年  

  

8 

 

一般に、現存する制度は過去の政治的均衡を反映している。そのため制度改革は、た

とえ制度環境が失われても、制度から利益を得ているアクターの抵抗を引き起こす（ア

セモグル・ロビンソン 2013,77）。特権集団は自らの地位を守るための資源を持つこと

から、成長と分配の観点からいえば不十分な制度が、保持されることになる(Elizondo  

2009, 159)。ここで抵抗アクターと指摘されるのは、独占企業と、公的部門の強力な労

働組合である。一定の政治的規律と引き替えに、制度により経済エリートは商業的保

護、補助金、低課税を、労働組合は資金と自由裁量権を享受してきた。その弊害とし

てあげられるのが競争の欠如である。競争がないために独占レントの発生、財・サー

ビスの高い価格と低い品質、資源の最適配分の困難が生じ、成長が阻害された。制度

改革を難しくしている政治的要因として、次の 4 点が指摘される。第 1 に 1994 年の

通貨危機により新経済モデルの信憑性が低下したこと。第 2 に複数政党体制の出現で

ある。政党が連合を組むようになり改革への合意形成が難しくなった。第３に再選が

ないため議員に選挙民の利益を代表するインセンティブが働かないこと、第４に党に

公費が支出されるようになり、政権は選挙資金の配分で圧力をかけられなくなったこ

と(Elizondo 2009, 180-182)。困難は大きいが制度改革が必要であり、最適以下の制度

均衡に留まっている限り、経済は弱体化し、平均的市民の厚生は低下すると結論づけ

る。 

 同様の視点から、メキシコの低い成長率と不平等の関係を、経済アクターに集中す

る政治的・経済的影響力から論じるのは、Guerrero, Lopez-Carva and Walton(2009)

である。彼らが着目するのは、世界の億万長者番付に名前が載るようなビジネスグル

ープのオーナー経営者と、石油、電力、教育、社会保険、電話などの、旧体制の遺制か

ら利益を得る公的部門の労働組合の影響力である。これらアクターがその利益を守ろ

うとし、政策の選択や制度設計に影響を及ぼし、不平等の構造を永続させようとする

ために、競争の実現、成長が阻害されていると指摘する(Guerrero, Lopez-Carva and 

Walton 2009, 113)。弱体な制度としてあげられるのが、司法システム、立法府、法制

度、市民サービス、政党、行政府である。強力なアクターは、彼らの利益に適うよう政

策設計に圧力をかけ、あるいは実質的拒否権を行使し、政策策定者に、最適以下の次

善の策の採用を余儀なくさせて、政策を歪めることができる。強力なアクターの影響

力に対抗できなかった事例として、ビジネスグループ関連では、反独占政策、通信規

制、金融制度改革が、組合関連では、教育、社会保険制度、農業政策などが指摘され

る。政策アプローチとしては規制を強化するばかりでなく、保護され集中が著しい部

門への新規企業の参入支援や、組合主義的な影響力に対抗手段を講ずることを提起す

る(Guerrero, Lopez-Carva and Walton 2009, 153)。 

 ビジネスグループの影響力に関しては星野(2010)が、海外進出するビジネスグルー

プの収益構造を検討し、国内事業の高利益率が競争の厳しい海外事業の低利益率を補
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う形となっており、国内の独占的市場支配により得られる高利益が海外事業展開を支

えていると指摘している。また制度設計に対する影響力に関しては星野(2017)が、1990

年代の金融制度改革、企業統治改革において、ビジネスグループの所有構造の維持が

可能となる形で、法制度整備が進んだことを明らかにしている。 

 Maloney(2009)も、公的部門の労働組合のあり方を成長の阻害要因として批判する

が、メキシコの労働組合一般に共通する次のような問題を指摘している。彼は雇用、

賃金、技術、訓練に関する 1992 年の全国調査データを用いて、スキル・非スキルの労

働力需要とさまざまな変数の相関関係を検証し、組合組織率と非スキル労働力需要の

強い正の相関、非スキル労働力増加と生産性の負の相関の結果を得た。これらの結果

と、労働組合は、一部の公的部門の労働組合を例外として、賃上げにほとんど貢献し

ていないという評価にてらして、労働組合は低い賃金と引き換えに低スキルの仕事を

守っているとの見方を示す。一方で、技術革新に関わる変数は賃金と正の相関を示す

が、労働力需要と負の相関は示していない。つまり技術革新は企業レベルでは失業を

引き起こすかもしれないが、経済全体では失業への影響は明らかではないと指摘する。

このように考えると、企業による新技術の導入が労働力の需要構造を変え、人員削減

を引き起こすと認識すれば、労働組合は新技術の導入を妨害することが予想される。

それは技術革新による企業の成長と近代化を阻むことから、長期的な労働者の福祉と

いう観点からみて潜在的にコストが大きいと指摘する。 

 

 

III 経済自由化が賃金格差､所得格差に及ぼした影響 

 前節では、新自由主義経済改革の成果を政治体制や社会構造と関連させて評価する

先行研究を、３つの論点に整理して紹介した。本節では経済の論理に焦点を絞り、メ

キシコの経済自由化が賃金格差､所得格差にどのような影響を及ぼしたかについて、

先行研究の議論を紹介する。この課題は、メキシコのみならず発展途上国経済研究の

重要な課題でもある。それは経済グローバル化の進展にともない、メキシコと同様に

発展途上国の多くが、1980 年代以降に経済自由化を進めたことがある。経済自由化

が発展途上国の賃金格差､所得格差に及ぼす影響については計量分析を用いた豊富な

研究蓄積が存在する。なかでもメキシコを事例として取り上げる研究は多い。それ

は、発展途上国の中ではメキシコが、比較的早期かつ短期間に抜本的な貿易自由化を

実施したこと、データが比較的豊富で入手が容易であること、米国の隣国であり北米

自由協定（NAFTA）参加国であることから、貿易自由化の影響が明らかで効果が計

りやすいこと、などの理由からである。以下ではそのような先行研究においてメキシ

コの事例がどのように議論されているのかを、整理して紹介する。 

第１節の冒頭で、メキシコの分配は、1980 年代から 1990 年代半ばにかけて悪化し
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たが、1990 年代後半以降に悪化傾向に歯止めがかかり、安定から改善に転じたとの

見方が大勢を占めると述べた。この傾向はメキシコのみならず、ラテンアメリカ地

域、発展途上国全般に共通してみられる傾向でもある（Weller 2014, 10; Koujinau 

and Pavenik 2007, 48-50）。以下では、はじめに 1980 年代から 1990 年代半ばまで

の分配の悪化の理由について、次に 1990 年代半ば以降の改善の理由について、先行

研究の議論を紹介する。 

 

１ なぜ 1980 年代から 1990 年代半ばに分配が悪化したのか 

経済学においてこの課題が注目を集めるのは、貿易理論の予想とは異なる事態が貿

易自由化後に生じたためである。国際貿易の一般均衡モデルであるヘクシャー・オー

リン・モデルは、資本と労働の 2 生産要素をもつ 2 国間の貿易を想定し、非スキル労

働力が相対的に豊富な国が非スキル労働集約的な財の生産に特化すると考える。この

考え方と所得分配を結びつけたのがストルパー・サミュエルソン理論である。貿易自

由化による非スキル労働集約財の価格上昇は、この財の生産に集約的に使われる生産

要素、すなわち非スキル労働力の価格を引き上げる。反対にスキル労働集約的な輸入

財の価格低下は、スキル労働力の価格を引き下げる。発展途上国は非スキル労働力が

豊富であるため、非スキル集約財の生産に比較優位を持つ。貿易自由化による非スキ

ル集約財の輸出増加により所得分配は非スキル労働者に有利に改善されると考える。

しかしメキシコを含む発展途上国で観察されたのは、非スキル労働者よりスキル労働

者の賃金が相対的に上昇し、所得分配が悪化するという事態であった。 

理論の予想と実態が異なった理由について、先行研究の議論は次のように整理でき

る。 

第 1 にストルバー・サミュエルソン理論は 2 国間、2 部門間の比較優位、2 生産要

素の再配分を前提とする単純化されたモデルであり、前提条件の異なる発展途上国に

適用するには限界があるという点である。そのような前提条件として次の二つを指摘

できる。第 1 に、ストルバー・サミュエルソン理論は価格に応じた生産要素の再配分

を前提とするが、メキシコの労働市場は硬直的なために、労働力の再配分がおきにく

いことがある。貿易自由化への適応は労働力の再配分によってではなく、相対賃金の

調整によってなされた（Koujinau and Pavenik 2007, 59; Lora 2011, 380）。第 2

に、現実の貿易は 2 国間、2 部門のモデルでとらえるにはあまりにも複雑である。メ

キシコは米国のみならず、非スキル労働力がメキシコ以上に安価で豊富な途上国とも

貿易自由化を進めた。その結果、非スキル労働集約産業に位置づけられる産業が国際

競争による打撃を受けた（Hanson and Harrison 1999; Koujinaou and Pavcnik 

2007, 61; Hanson 2010, 999-1002）。第 3 に、ストルバー・サミュエルソン理論の想

定外の条件として、スキル偏向の技術変化が、貿易自由化後の雇用と賃金に大きなイ
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ンパクト持つようになったことである。第 1、第 2 の点については、Chiquiar (2008)

が次のようにストルバー・サミュエルソン理論を擁護している。それによれば、メキ

シコの労働力は同質的でも移動可能でもないとすれば、地域の特質に着目して貿易自

由化の影響を検証する必要がある。彼は時期（NAFTA 成立の前と後）、地域（米墨

国境地帯とその他の地域）によって貿易自由化への統合度が異なり、NAFTA 成立後

の米墨国境地帯についてみれば賃金の相対的上昇、スキルプレミアム（スキル労働者

と非スキル労働者の賃金の差）の縮小がみられ、ストルバー・サミュエルソン理論の

想定が地域レベルで成立していると指摘する（Chiquiar 2008, 71-72）。 

ストルバー・サミュエルソン理論に対し論者の意見が分かれるなかで、一致してい

るのは、貿易自由化後、非スキル労働力に対するスキル労働力の需用と賃金が相対的

に上昇したことで、スキルプレミアムが拡大し、所得分配が悪化したという点であ

る。以下ではスキルプレミアムの拡大を、高スキル労働者の賃金を引き上げた要因

と、非スキル労働者の賃金を停滞あるいは引き下げた要因の二つに分けて説明しよ

う。 

まず高スキル労働者の賃金を引き上げた要因として、上述のスキル偏向の技術変化

をあげることができる。20 世紀の技術変化はスキル偏向を特徴とし、スキル労働力

の需要増加により賃金構造に影響を与えてきた（Acemoglu 2002）。貿易自由化後、

メキシコにおいても新技術の導入が進み、高スキル労働力需用が増加し、賃金が上昇

した。その経路として次のようなものが指摘されている。貿易自由化後の資本財・中

間財の調達コストの低下による新技術の導入を指摘するのは Cragg and 

Epelbaum(1996)である。それによれば、新技術の導入に伴いスキル労働力の需要が

拡大した。賃金は特定の産業より特定の職で上昇し、特に賃金が上昇したのが、専門

職、経営職などの企業間で移動可能なスキルを持つ特定職の労働者であった（Cragg 

and Epelbaum 1996, 110-111）。経済自由化後に増加した外国直接投資の重要性を指

摘するのは Feenstra and Hanson(1997)である。彼らは、多国籍企業によるアウトソ

ーシング・メカニズムとして、保税加工制度を用い進出した米系多国籍企業が、垂直

統合された生産工程の一部、すなわち、米国では非スキル労働集約的ではあるが、ス

キル水準の低いメキシコにとってはスキル労働集約的な生産工程を移転したため、ス

キル労働力の需要が増加し賃金が上がったと指摘している（Feenstra and Hanson 

1997, 372）。輸出企業に着目しクオリティ・アップグレーディング・メカニズムを指

摘するのは Verhoogen(2008)である。彼は輸出向けに生産を行うのは、もともと生産

性が高い企業であり、輸出向けに高品質財を生産するために、質の高い労働力の需要

が増加したこと、それによって同じ産業内の企業間でスキルプレミアムが拡大したこ

とを指摘している(Verhoogen 2008, 491)。 

非スキル労働者の賃金を停滞あるいは引き下げた要因については次のような議論が
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ある。Revenga (1997)は、貿易自由化がそれまでの保護体制のもとで享受されていた

レントを引き下げたと指摘する。貿易自由化前に高率関税と輸入ライセンスで保護さ

れていたのは、低スキル労働集約的で労働組合の強い産業であった。貿易自由化は、

産業保護のレントを奪い、労働組合の力を弱め、雇用と賃金の下方圧力となったこと

から、低スキル労働者はレント剥奪と組合弱体化の二重の影響を受けたと指摘する

（Revenga 1997,S42）。 

貿易財部門の競争激化を低スキル労働力の需用停滞の要因として指摘する論者は多

い（Cragg and Epelbaum 1996, 111; Ross and Bouillon 2002, 371）。なかでも中国

との競争を指摘するのは Blecker(2010)である。彼は経済自由化後に低スキル労働力

の需用が増えなかった要因として、メキシコの経済自由化が始まった時期は世界的に

グローバル化の進展した時期でもあり、メキシコより賃金水準の低い中国と競争せね

ばならなかったこと、しかも輸入代替工業化期に最も手厚く保護されていた繊維、縫

製、皮革などの産業が経済自由化のインパクトを最も大きく受けたことをあげる

（Blecker  2010, 191, 208）。北米規模の地域統合でメキシコの比較優位である低賃

金の労働集約産業が成長する見込みであったのが、経済グローバル化により、米国市

場でもメキシコ市場でも中国製品との競争にさらされ、雇用を創出できなかったので

ある。 

低スキル労働者の賃金を引き下げた要因として、貿易自由化と並行した労働市場の

制度変更、具体的には労働組合加入率の低下と最低賃金の抑制を指摘するのは

Cortez(2001)である。1984 年から 1996 年の期間、労働者の組合加入率は一貫して減

少した。組合加入率の低下により、1989 以降、組合非加入の労働者の賃金が低下

し、加入者と非加入者の賃金格差が拡大した。組合加入率低下の要因としてあげられ

るのは、非民主的で当局に対し交渉力を失った労働組合からの労働者の離反、公企業

民営化などである。一方、最低賃金のこの間の引き上げ率は低く押さえられた。農業

部門も含めた労働者の賃金分布は、山のピークが 1984 年から 1996 年に低水準方向

に移動し、形状がより狭くより高く変化しており、最低賃金が実質的に賃金の底値の

役割を果たしたと指摘する。低い最低賃金の影響を受けたのは主に農業部門の労働者

であった（Cortez 2001, 1915-1916）。Fairris (2003)は、労働組合加入率の低下と組

合の交渉力の低下によって、労働組合が 1980 年代中頃から 1990 年代中頃までに賃

金格差を縮小させる力を半減させたと指摘している(Fairris 2003, 494-495)。最低賃

金については Bosch and Manacorda (2010)も、賃金階層中の低位層の所得格差拡大

要因となったと指摘している。1989 年と 2001 年の最低賃金と所得階層ごとの賃金格

差を比較し、1989 年には最低賃金は所得分配の底地となり高賃金域への影響力をも

っていたが、平均賃金との乖離が拡大したことで、2001 年までに影響力は最低位の

賃金階層に限られるようになったと指摘している（Bosch and Manacorda 2010, 
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147)。  

 経済自由化後には階層間の賃金格差ばかりでなく、地域間の賃金格差も拡大した。

Chiquiar(2005)は貿易自由化により、一人当たり GDP でみたメキシコの地域間賃金

格差が 1985 年に、それまでの収斂傾向から拡大へと逆転したと指摘する。貿易自由

化は、製造業企業の最適立地選択のメキシコ市周辺から米国国境地帯への変更を促し

た。北部国境地帯に企業が集中したのは、市場である米国に隣接し輸送コストが低い

ことに加えて、相対的に高い水準の物的・人的資本、通信・輸送インフラなどの条件

をすでに備えていたことがある。相対的に豊かな州のみがこのような条件を提供で

き、貿易自由化による成長の機会をつかむことができるため、貿易自由化後、地域格

差が拡大したと結論づける（Chiuiar 2005, 258）。同様に、Hanson (2004)は、貿易

自由化後、製造業就業者の地域分布が変化し、賃金水準も自由化前はメキシコ市と米

国に近い州ほど高かったのが、自由化後はメキシコ市への近さの効果が弱まり、国境

への近さの効果が高まったことを示し、貿易自由化が北部国境州の賃金を引き上げた

一方で、保護された経済のもとで特権を享受していた地域や、米国市場へのアクセス

が難しい地域の賃金を引き下げた可能性を指摘している。さらに 1990 年と 2000 年

の賃金構造の分析から、1990 年代においても高スキル労働者の賃金上昇と賃金の地

域格差拡大は続き、多国籍企業の進出、貿易、移民の送り出しなどグローバル化にさ

らされた地域ほど、賃金の上昇率が高かったと指摘している（Hanson 2004, 530）。 

 

２ なぜ 1990 年代半ば以降に分配が改善を始めたのか 

1980 年代から 1990 年代半ばにかけて悪化した分配は、1990 年代後半以降に悪化

傾向に歯止めがかかり、安定から改善に転じた。発展途上国におけるグローバル化の

分配効果に関する研究サーベイである Koujianou and Pavcnik (2007)は、メキシコ

について、先行研究で示された様々な指標をあげて、1990 年代の中頃以降、分配は

それまでの拡大傾向から、安定さらには縮小に転じたと評価している（Koujianou 

and Pavcnik 2007, 48）。なぜ 1990 年代半ば以降に分配が改善を始めたのか。 

賃金格差の縮小の要因として第 1 にあげられるのが、スキルプレミアムが拡大から

縮小に転じたことがある。スキルプレミアムを測る場合、指標として教育水準が使わ

れることが一般的である。Angeles-Castro (2011)は、1984 年から 2006 年の 2 年ご

との家計調査データをもとに、労働者を初等､中等、高等の 3 教育レベルに分け賃金

の相対的変化を検討している。それによれば教育レベルによる賃金の格差は 1998 年

にそれまでの拡大から縮小に転換した。その理由として教育水準の上昇により、スキ

ル水準に応じた労働力の需要と供給のバランスが変化したことをあげる。すなわち高

等教育水準の労働力の需要は 1984 年以降一貫して拡大したが、1998 年以降、供給が

増加したために賃金の上昇は抑制された。これに対し初等教育水準の労働力は供給が
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減り、賃金の上昇は抑制されたが抑制幅は高等教育水準の労働力より小さかったため

に格差は縮小した（Angeles-Castro 2011, 208）。Campos-Vazquez (2013)も賃金格

差縮小の要因として労働者の教育水準の上昇を指摘する。それによれば、高校、大学

の進学率が上がり高い教育水準の労働力の供給が増加したのに対し、高い教育水準を

必要とする職は同じようには増加しなかった。大学教育を受けた労働者が就職先を賃

金水準の低い職にグレードダウンさせたことで賃金格差が改善したと指摘する

（Campos-Vazquez 2013, 272,275）。 

Weller (2014)は、メキシコを含むラテンアメリカ・カリブ諸国の労働市場が、

2003 年から 2012 年に大きな変化、すなわち、失業率の低下、雇用の質の向上､低ス

キル労働者・高スキル労働者間の所得格差の縮小を経験したと指摘する。変化の要因

とされるのは、経済成長、労働生産性の改善、産業構造の変化、労働制度改革の４つ

である。経済成長は労働力需要を拡大させ、生産性が中上位の部門で雇用創出、雇用

のフォーマル化、所得増加をもたらした。労働力需要の規模が大きい非貿易財・サー

ビスの生産部門、特に商業、輸送、倉庫、通信などの分野において、部門内の構造変

化と生産性向上により、雇用構造のアップグレードが生じ、雇用の質が向上した。同

時に労働力需要の構造変化は低スキル労働者の雇用選択の幅を広げ、賃金格差を縮小

させた。さらに労働制度改革が、賃金格差のさらなる縮小、雇用のフォーマル化、雇

用指標の質の改善に寄与した(Weller 2014,8)。彼の議論は経済成長を説明の出発点と

するが、メキシコは 2000 年以降、ジニ係数改善幅が拡大したが経済成長率は低下し

たとの指摘もあり(Esquival, Lustig and Scott 2010, 175)、資源輸出ブームで経済成

長を経験した南米諸国の事例に引きずられている印象を持つ。ただし経済成長を輸出

産業の成長に置き換えれば、メキシコにも妥当する側面はある。その場合、南米とは

異なり製造業に特化したメキシコの輸出産業が他部門の成長にどの程度の波及効果を

もったのか、あるいはメキシコの非貿易財・サービス部門の構造変化がどの程度のも

のであったのか、検証が必要となろう。 

Angeles-Castro (2011)は分配の改善について、時間の経過による市場の安定と新し

い市場環境に対する人々の適応の重要性を指摘する。所得分配のサイクルは市場開放

の進展と技術変化によって規定された。競争環境の中で雇用と資源の再配分が進んだ

が、新たな市場環境への適応には時間がかかり、短期的には所得格差の拡大を引き起

こした。しかし市場の安定化と人々の環境変化への適応により、格差は改善に転じた。

その過程で起きたのは、教育水準の引き上げ、それによるスキルプレミアムの縮小、

高い所得への労働力の移動、収入源の多様化などである。彼は家計所得の変化を分析

し、家計構成員が減少する一方で稼ぎ手の数が増加していること、所得階層別にみる

と下層ほど稼ぎ手の数が多くなること、労働、移転、事業・金融の３家計収入源のう

ちジニ係数の改善に効果が大きかったのが移転（送金や補助金）であったことを示し
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ている(Angeles-Castro 2011, 215-216)。人々の対応が分配の改善に重要な役割を果た

したが、同時に政府の対応も農業部門の開発、低所得層への教育アクセスの改善とい

う側面で分配改善の要因となった。この点はインフォーマル部門の項で紹介した

Esquival, Lustig and Scott (2010）の指摘と重なる。 

 

 

むすびにかえて 

新自由主義経済改革の実施にもかかわらず、なぜメキシコは経済成長において乏し

い成果しかあげられなかったのか。経済自由化は分配をどのように変化させたのか。

本論ではこのふたつの疑問に対する先行研究の議論を紹介した。以下においては先行

研究の論点整理により理解できたこととして、第 1 に正統派経済学優位で進む研究と

政策、第 2 に新自由主義経済改革と政治の関係、第 3 に経済成長と分配における輸出

産業の役割、これら 3 点を指摘したい。 

第 1 に正統派経済学優位で進む研究と政策について。第 I 節で新自由主義経済改革

後のメキシコ経済をめぐるふたつの研究視角として、ネオ構造学派と正統派経済学に

ついて述べた。本研究サーベイにより筆者が知りえた限りでは、研究論文の数と政策

への影響力のふたつの点で、正統派経済学がネオ構造学派に対し優位に立つ。正統派

経済学の研究の数が多いのは、1980 年代以降の世界の経済学界の潮流を反映してい

る面があるが、同時に研究対象としてのメキシコ固有の条件（抜本的な貿易自由化、

豊富なデータ、米国の隣国）によるところも大きいと考えられる。一方、政策への影

響に関して、本論では世銀に近い研究者の研究を数多く引用したが、彼らが提言する

政策は、2012 年以降のメキシコの一連の制度改革、すなわち通信制度改革、教育制

度改革、選挙制度改革に重なる部分が大きい。そのような意味において、制度改革に

おける正統派経済学パラダイムにゆらぎはみられない。 

ふたつの研究視角は新自由主義経済改革の評価や改革の背景について立場を異にす

る。ただし、メキシコ経済が抱える問題や政策課題の認識で重なる点は多い。例え

ば、膨大なインフォーマル就業の存在を、メキシコ経済が抱える最大の問題と認識す

る点で、ネオ構造学派と正統派経済学の認識に大きな差はない。違いはその改善の方

法にあり、ネオ構造学派は国家の介入を重視し、正統派経済学は市場メカニズムを重

視する。また、政策課題としてネオ構造学派は貧困問題が深刻な南部の開発をあげる

が、それは、孤立した地域と国際経済のリンクを強化するメカニズムを導入すること

で、貿易の利益をより広い地域に均てんすべきと提言する新古典派経済学者の議論に

も通じる。豊富な研究蓄積の成果を活用できることは研究上の大きなメリットであ

り、新構造学派の議論においても正統派経済学の成果が積極的に取り入れられている

ことを考えると、基本的立場に違いは見られるものの、現状認識と個別課題の評価に
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おいて両者はそれほどかけ離れてはいないように見うけられる。 

第 2 に新自由主義経済改革と政治の関係についてである。新自由主義経済改革を実

施したにもかかわらず、なぜ成長率が低迷しているのか。先行研究の検討により理解

できたのは、経済自由化の便益を享受するのが、北部国境地域のような国際経済への

統合の条件を備えた地域や、貿易自由化で安価になった新技術を導入し生産性を高め

た企業など、一部の地域や経済部門および企業に限られ、その便益が広く経済全般に

及んでいないという点である。便益が経済全般に及ばない理由としてふたつのものを

指摘できる。ひとつは過去から引き継いだ経済構造であり、具体的には膨大なインフ

ォーマル部門、インフォーマル就業者の存在である。もうひとつが権威主義体制の遺

制である。成長率の低迷がインフォーマル就業を肥大化させ、肥大化したインフォー

マル就業が経済成長を阻むという悪循環が生じている。インフォーマルとフォーマル

の間に存在する壁を破り、非スキル労働者がスキルを向上させフォーマルな雇用に就

くようにすると同時に、企業が新技術を採用し、生産性を上げ、フォーマルな雇用を

より多く創出すれば、悪循環の鎖は切れる。新制度学派の研究者はそのために必要な

のは新自由主義経済改革のさらなる推進、すなわち、既存制度のインセンティブのゆ

がみや機能不全を改め、足りない制度を整えることであると主張する。新自由主義経

済改革は、既存の制度のレントを享受する経済エリートのレントを奪うことになり、

政治アクターでもある彼らの抵抗は不可避である。そのような意味で新自由主義経済

改革は政治と深く関わっている。 

 第 3 に経済成長と分配における輸出産業の役割である。企業が新技術を採用し、生

産性を上げ、より多くの雇用を創出するという点において、輸出産業の役割は大き

い。輸出産業が成長すれば、アウトソーシング・メカニズムやクオリティ・グレード

アップ・メカニズムにより新技術の導入が促進され、高スキル労働力の需要が拡大

し、さらには輸出産業成長の波及効果で、低スキル労働力の需要拡大も見込まれる。

その際に前提となるのは、需要に応じた労働力のスキル向上、教育水準の向上が実現

することである。地域格差の改善の可能性についていえば、米国国境地帯以外の地域

への輸出産業の拡散が起きるか否かが重要となる。その意味で、2010 年代に始まっ

たバヒオとよばれるメキシコ中央部での自動車産業の急成長は注目される。ただし輸

出産業はメキシコ経済の成長軸の一つにはなり得るが、輸出産業が経済全体を牽引す

るわけではない。高い成長を実現するには、経済のなかで大きな比重を占める非貿易

財部門の成長が必要となる。そのためには第 2 点で述べたように、インフォーマルと

フォーマルを隔てる壁を破り、経済自由化の便益がより幅広い経済分野に均てんする

ような制度改革が必要となる。新自由主義経済改革のさらなる推進により、それが実

現できるのか。今後の成り行きを注視していきたい。 
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１本論でも紹介する以下の論文は、優れた先行研究レビューでもある。以下にあげるテーマに

ついてさらに知りたい読者は参照されたい。メキシコの経済改革後の低成長の要因について

は Hanson (2010)、技術革新が賃金格差の拡大に及ぼす影響については Acemoglu (2002)、

経済グローバル化が発展途上国の分配に及ぼした影響については Koujianou and 

Pavcnik(2007)。 

２新自由主義経済改革は 1980 年以降、メキシコのみならず、日本を含め広く世界で進行し

た。この変化を同様にパラダイム変化ととらえるのが、左派の政治経済学者ハーベイ

（Harvey 2007）である。彼は、「（国家に）埋め込まれた資本主義（Embedded 

Capitalism）」から新自由主義資本主義（Neoliberal Capitalism）への移行ととらえ、前者

ではケインズ経済学が、後者では新古典派経済学がイデオロギー的基盤となったと指摘し

た。そして移行は上層階級の利益に沿ったものであるため、格差拡大は必然であり、国民経

済の成長は保証されないと評価した。メキシコについて同じ見方をとるのが Cypher and 

Wise(2010)である。彼らは新自由主義経済改革後に成立した経済を、多国籍企業と米国に従

属した低賃金労働力輸出モデルと規定する。多国籍企業への従属と低賃金労働力の搾取によ

る価値の流出を強調する点で、彼らの議論は従属学派に近い。新自由主義経済改革後の成長

と分配をめぐる先行研究の中では、従属学派的な視角を提示する研究は少数派である。一

方、新自由主義がすでに行き詰まっており、輸入代替工業化政策を高く評価し、政府の役割

と産業政策の復権を説く点で、ネオ構造学派と重なる。 

３ INEGI はインフォーマル部門就業率１（Tasa de ocupación en el sector informal 1: 

TOSI1）を全就業者中のインフォーマル部門で働く就業者、インフォーマル就業者率 1

（Tasa de informalidad laboral 1: TIL1）を全就業者にしめるインフォーマル就業者の比率

と定義する。TIL2､TOSI2 では分母が農業就業者を除く就業者に変わる。 
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